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 平成２４年度国立大学法人等施設整備事業の選定の考え方（案） 

 

平成２３年９月  日 

 

平成２４年度の事業選定においては、「第３次国立大学法人等施設整備５か年計画」

（平成 23 年 8 月 26 日文部科学大臣決定）の下、国立大学法人等の施設整備を計画的

かつ重点的に推進するため、「平成２４年度国立大学法人等施設整備方針」（平成 23

年 7 月 29 日）に基づき、高い事業効果が見込まれる事業（全体評価が「Ｓ」の事業）

を中心に、各法人の優先度を勘案して選定する。 

なお、具体的な要求事業については、本検討会での審議を踏まえ、最終的には、文

部科学省において予算の状況等を勘案しつつ決定する。 

 

１．一般事業 

（１）各大学等の戦略を踏まえた先端的な教育研究施設の整備や安全性・機能性に問

題がある老朽施設の改善を行う事業で、各カテゴリーごとに高い教育研究効果が

見込まれるものを選定。 

また、選定にあたっては、国の政策課題や社会的要請に対応するため、以下の

課題等に配慮。 

・ 全カテゴリー共通：復興・再生並びに災害からの安全性の向上への対応や、

大学間の連携・協力により施設の共同利用を進めるための教育研究施設の整備 

・ 卓越拠点：グリーン・イノベーションやライフ・イノベーション等の分野で

世界トップに立つための先端研究施設の整備 

・ 国際化：外国人研究者への対応や留学生受入れ等の国際化の推進のための研

究・交流スペースの整備 

・ 高度専門：医学部定員増に対応するための教育研究施設の整備 

・ 大学特性：大学の特性を発揮するための教育研究活動を展開する上で必要と

なる研究棟や附属学校施設等の整備 

・ 学生支援：学生の教育研究活動を支援するための図書館、学生支援センター

の整備 

（２）平成２３年度第３次補正予算（以下「補正予算」という。）では、被災地の大

学における地域復興のためのセンター的機能の整備について要求。 
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２．附属病院事業 

（１）大規模な再開発整備事業は、教育・研究・診療を継続しつつ、長期にわたり計

画的かつ着実に実施する必要があるため、既に開始されている再開発整備計画に

沿って実施する継続的事業については、基本的に全て選定。 

新規開始の再開発整備事業については、病院の将来計画、施設整備計画、資金

計画等が十分検討されている事業を選定。 

このほか、教育・研究・診療機能の向上や災害時に求められる診療機能等の安

定的な確保のため、老朽化・機能劣化した基幹設備（ライフライン）の更新など

緊急性の高い事業を選定。 

（２）補正予算では、附属病院の自家発電設備の整備について要求。 

 

３．安全対策 

（１）災害に強い教育研究環境の実現のため、１．（１）の安全性等に問題がある老

朽施設の改善のほか、以下の事業を選定。 

① 施設の耐震化事業で、全体評価が「Ｓ」及び「Ａ」のもの（事業規模や費用

等について精査等が必要な事業を除く。） 

なお、Is 値 0.4 以下の施設の耐震化については、補正予算や多様な財源によ

る施設整備の活用等と合わせ、原則として平成２４年度までに対応を実施。 

② 基幹設備（ライフライン）の整備事業で、老朽化・機能劣化により事故等が

発生し又は発生する可能性がある設備の更新など緊急性の高いもの 

（２）補正予算では、施設の耐震化等の防災対策について要求。 
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3,892億円
（財政融資資金含む）

48億円

341億円

財政融資資金

大学からの要求事業
（大学等→文科省）

24要求・要望事業
（9月30日提出）

209億円

平成２４年度の概算要求の過程

1,660億円4,470億円

370億円

新
規
事
業

継
続
事
業
等

209億円

370億円

補助金

東日本大震災からの
復旧・復興対策に係る経費

692億円

（参考）



平成２３年度当初予算額

８６１億円

平成２４年度国立大学法人等施設整備費の概算要求・要望の概要

平成２４年度概算要求・要望額

１，６６０億円

418億円

新規事業 48億円
継続事業 370億円

施設整備費補助金

財政融資資金

施設整備費補助金

550億円

新規事業 341億円
継続事業等 209億円

423億円

新規事業 101億円
継続事業 322億円

437億円

新規事業 221億円
継続事業等 216億円

財政融資資金

施設整備費補助金

東日本大震災からの
復旧・復興対策に係る経費 692億円
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